
 

 

 

議 第 １ ６ 号 議 案 

 

 

消費税率１０％への増税の中止を求める意見書の提出について 

消費税率１０％への増税の中止を求める意見書を別紙のとおり、富士見市議会会議

規則第１３条の規定により、提出します。 

 

 

令和元年９月２５日提出 

 

 

富士見市議会議長 篠 田   剛 様 

 

 

提出者  富士見市議会議員   根 岸  操 

 

賛成者     同     川 畑 勝 弘 

 

          

 

          

 

                        

 

                     

 

 

提 案 理 由 

消費税率１０％への増税の中止を求める意見書を地方自治法第９９条の規定に基づ

き国会及び政府に対して提出するため、この案を提出します。 

 



 

 

 

消 費 税 率 １ ０ ％ へ の 増 税 の 中 止 を 求 め る 意 見 書 

 

安倍首相は２０１８年１０月１５日の臨時閣議で、本年１０月１日に、現行の消費

税率８％を１０％に引き上げることを表明した。合わせて税率引き上げに伴う需要変

動の平準化等のための十分な対策を講じる考えも示した。その結果、政府は２０１８

年１２月２１日、２０１９年度当初予算を決定し、消費税増税対策として２兆２８０

億に上る「臨時・特別の措置」を計上した。 

 この「臨時・特別の措置」において、いわゆる「ポイント還元」や「プレミアム付

商品券」などの施策が盛り込まれた。しかしながら、「ポイント還元」は、そもそも

クレジットカード等を持たない人には恩恵がない。さらに、キャツシュレス決済に伴

う「ポイント還元」施策に登録した中小商店は、７月末現在でわずか２４万店にとど

まっている。「プレミアム付商品券」もかつてあまり効果がなかった施策の焼き直し

にすぎない。そもそもこれらの巨費を投じる対策は、消費税増税を実施しなければ、

不要な施策にほかならない。  

 参議院選挙後の本年８月６日に、あらためて首相は増税を予定どおり実施すること

を表明した。しかし、内閣府が同日発表した６月の景気動向指数の速報値は、３ポイ

ント低下した。この下落幅は、消費税率が８％に引き上げられた２０１４年４月以降、

５年２か月振りの大幅低下である。さらに、内閣府が８月９日に発表した４～６月期

の実質ＧＤＰ速報値は前年比０・４％増にとどまった。「１０連休」もあり個人消費

が一時的に押し上げられた可能性もあるが、消費の低迷は続いている。家計調査報告

でも、５月の増加した実質消費支出が、６月には一転して急減している。 

賃金が上がらない中、内需は依然として低迷するとともに、米中貿易摩擦も激しさ

を増し、世界経済の減速傾向も明らかとなっている。もはや消費税率を増税できる経

済状況にはない。 

よって、富士見市議会は、国会及び政府に対して、消費税率１０％への増税の中止

を強く求める。 

 

  以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 



 

 

令和元年  月  日 

 

埼玉県富士見市議会 

   

衆議院議長    大 島 理 森 様 

参議院議長    山 東 昭 子 様 

内閣総理大臣    安 倍 晋 三 様 

  財務大臣      麻 生 太 郎 様 

経済産業大臣    菅 原 一 秀 様 

内閣府特命担当大臣（経済財政政策）  

西 村 康 稔 様 

  


